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諮問庁：法務大臣 

諮問日：平成３０年１月９日（平成３０年（行情）諮問第６号） 

答申日：平成３１年３月２０日（平成３０年度（行情）答申第４９７号） 

事件名：性犯罪者処遇プログラム及び性犯罪者再犯防止指導に関する文書の一

部開示決定に関する件（文書の特定） 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる文書（以下「本件請求文書」という。）の開示請求に

つき，別紙の４に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）を特定し，

一部開示した決定については，本件対象文書を特定したことは，妥当であ

る。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

   行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２９年８月９日付け法務省矯総第

２０２０号により法務大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が

行った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消しを

求める。 

 ２ 審査請求の理由 

（１）審査請求書 

    原処分に至る対象行政文書の探索，情報提供及び特定の過程につき厳

格な審理を乞う。 

 （２）意見書 

  ア はじめに 

    まず，本件審査請求の不服事由についてふえんする。 

    本件において問うのは，究極的には「対象行政文書の特定の当否」

である。ここで「究極的」というのは，審査の対象が，最終的に開示

決定等がなされた行政文書にのみ限定されるものではなく，その過程

においてなされた，あるいはなされるべきであったにもかかわらずな

されなかった情報提供に係る行政文書にも及ぶという趣旨である。 

これは，一般に，行政機関における行政文書の作成，保管の状況等

の実情に通じていない開示請求者にとっては，行政機関の情報提供

の内容を信頼して，法的判断を伴う意思表示をせざるを得ないこと

による。その一態様として，本件のように，処分庁の情報提供に基
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づいて，抽出（選択）請求に変更した場合，審査請求人は，その情

報提供において，請求の趣旨に合致ないし符合する行政文書が網羅

的に（遺脱なく）摘示されているものと信頼し，これを前提として

補正の意思表示をなしたのであるから，仮に，処分庁の情報提供に

不備があったときは，信義則違背の観点からも，審査請求人の意思

表示の重要な要素に錯誤を生ぜしめた点においても，さらに成立過

程に瑕疵のある行政処分としても，原処分は取消しを免れない。 

そして，その審査の方法ないし着眼点として，原処分に至る対象行

政文書の探索，情報提供及び対象行政文書特定の一連の過程につき，

後述の疑義を踏まえた調査審議を求める。 

なお，原処分が一部不開示とした部分については，その理由に法５

条４号該当を主張する部分は疑問の余地が多分にあるものの，敢え

てその当否を争うものではないから，審査の対象から除外されたい。 

イ 原処分に至る事実経過 

  原処分に至る事実経過については，理由説明書（下記第３。以下同

じ。）の２にも記述されているが，数点の脱漏があるので，次のとお

り補足する。 

 （ア）本件開示請求書には，「記１ 開示請求に係る行政文書の名称等

」として，「性犯罪者処遇プログラム及び性犯罪再犯防止指導に関

する一切の行政文書」と記載した上で，「※「一切の行政文書」と

は，①上記プログラム及び指導について網羅的かつ完結的に把握で

きる点において法施行令（「行政機関の保有する情報の公開に関す

る法律施行令」を指す。以下同じ。）１３条２項の規定の適用上，

一件の行政文書（１件の開示請求）として観念されるべき全ての行

政文書を指し，②上記プログラム及び指導の内容策定に関する文書

や，その実施要領を定めた例規等が想定されるが，もとよりこれら

に限定する趣旨ではない。」と補足を付し，更に「記３ 備考」と

して，「（１）開示請求者は，貴庁における行政文書の作成，保管

状況等の実情に通じていないため，現時点においては，請求の趣旨

が概括的な記載にとどまらざるを得ないことから，③対象文書の探

索ないし特定にあたっては，上記『※』の補足事項を確実に斟酌し

た上，対象文書の範囲をできる限り広く把握するよう意を用いられ

たい。なお，対象文書の探索の過程で，貴庁において④対象となり

得るものと見込まれる行政文書の標目等（表題，作成年月日及び枚

数）並びにそれらが保管された行政文書ファイルの名称の通知等，

適切な情報提供がなされ，対象文書の全体像及び構成が把握できれ

ば，抽出請求への変更も可能である。」と明記されていた。 
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 （イ）処分庁は，これを受けた平成２９年５月２日付け求補正書におい

て，８３件の行政文書（理由説明書別紙１と同一）を摘示した上で，

その全てを請求する場合，⑤請求件数は１４件になるとして，残り

１３件分の開示請求手数料を追納するか，あるいはどれか１件分又

は１つに特定するよう補正を求めた。 

（ウ）審査請求人は，同月２２日付けで，上記求補正に対する「回答書

」を発送した（理由説明書の２（３）にいう「１回目回答」）が処

分庁は，その到達前である（当該回答書の到達は，押なつされた受

付印によれば同月２９日である。）同月２６日付けで，再求補正の

書面を送付した。そこには，前回求補正書と同様に８３件の行政文

書が摘示された上で，「期限までに回答がいただけない場合，⑥下

記１（１）から（５）に記載した行政文書を請求されたものとみな

し，納付されている収入印紙（３００円１枚）を同行政文書の請求

に充当し，手続を進めさせていただきます」と記載されていた。 

 （エ）なお，前記５月２日付け求補正書において，本件開示請求書記４

の「情報提供依頼」に対する回答が記載されていたことは，理由説

明書の２（２）のとおりであるが，この回答に係る情報は，ともに

審査請求人が，その時点において将来行うことを予定していた開示

請求のあて先あるいは対象文書についての情報であって，本件開示

請求の対象行政文書とは何らの関連性もない事柄であるから，この

点については、当初から不服を申し立てていない。 

ウ 考察 

（ア）処分庁は，「本件における対象文書の特定に至るまでの過程（の

）各段階において，可能な限りの探索を行った上で対象文書の提示

を行っており，また，審査請求人が教示を求めた事項については，

適時・適切に情報提供を行っている」とした上で，「その他，原処

分に至るまでの各開示請求手続に特段の不備等も認められない」と

し，「原処分に至るまでの過程における対象文書の探索及び特定並

びに審査請求人に対する情報提供の実施方法等は妥当である」と結

論付けている（理由説明書の３（３），４及び５）。 

   しかしながら，かかる主張には承服することができない。その理

由は，次のとおりである。 

（イ）第１に，処分庁は，本件開示請求に，上記イ（ア）④の記載があ

ったにもかかわらず，前記５月２日付け求補正書において，８３件

の行政文書の表題及び作成年月日のみ摘示し，その枚数及びそれら

が保管された行政文書ファイルの名称については記載しなかった。

しかも前記同月２６日付け求補正書においても同様の対応しかせず，



 4 

結局，処分庁も自認しているように，審査請求人が同月２２日付け

回答書において，その必要性を詳細に記述して適切な対応を促すま

で，これらについて通知しなかったのであるから，到底これをして

「適時・適切に情報提供を行っているもの」と評価することはでき

ないと言うべきである。 

   なお，これらの求補正書には，上記イ（イ）⑤及び上記イ（ウ）

⑥のような記述があったのであるから，処分庁がその時点で開示請

求手数料の算定の根拠となる「一件の行政文書」の範囲，即ち本件

開示請求の対象となるべき行政文書が保管された行政文書ファイル

の名称を把握していたことは明らかである。 

（ウ）第２に，処分庁は，前記５月２日付け及び同月２６日付けの両求

補正書においては，８３件の行政文書が本件開示請求の趣旨に合致

するとしていたが，審査請求人が把握していた具体的な行政文書名

を挙げて，半ば追及的に回答を求めるや，同年６月１２日付け求補

正書においてようやく別表に掲げる１４件の行政文書の存在を明ら

かにした経緯があるのであるから，この一事をもってしても，「各

段階において，可能な限りの探索を行った上で対象文書の提示を行

って（いる）」ものということはできない。 

   しかも，本件開示請求書には，上記イ（ア）①，②及び③の記載

があったところ，当該１４件の行政文書は，①いずれも前記両補正

書において摘示された行政文書と同一の行政文書ファイルである「

特別改善指導に関する書類」に編てつされていたこと，②６を除い

て，いずれも，標題に「性犯罪者処遇プログラム」又は「性犯罪再

犯防止指導」の語句が含まれていることからすれば，処分庁，とり

わけ特別改善指導等の矯正実務に通暁している矯正局の職員が，こ

れらを本件開示請求の対象となり得るものと認識しなかったという

のは極めて不自然で不可解なことと言わざるを得ず，そして，処分

庁が当初摘示した行政文書は，そのほぼ全てが，数枚単位の枚数が

少ないものであった一方で，審査請求人の追及後に摘示した行政文

書は１４件，合わせて２３７６枚に及ぶ膨大な分量であったことは，

処分庁において，対象の行政文書について開示決定等の判定をする

ことを忌避する意図の下に，提供する情報の内容に作為を加えたの

ではないかとの疑念さえ抱かせる事実である。 

   もとより，処分庁の認識，すなわち内心の態様を証明する術はな

いのであるから，これ以上の推論は控えるが，少なくとも，理由説

明書の３（２）で主張するような「処分庁内の事務室，書庫，パソ

コン上の電子データ等」を悉皆的に探索したのであれば，かかる事
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態が起きないであろうことは確かである。 

（エ）そうすると，「原処分に至るまでの過程における対象文書の探索

及び特定並びに審査請求人に対する情報提供の実施方法等は妥当で

ある」との諮問庁の主張には重大な疑問が生じているというべきで

あるから，他に対象として通知されるべき行政文書に遺脱がないか，

確実に検証して頂きたい。特に，次に掲げる行政文書が本件開示請

求の対象に含まれていないことの理由について諮問庁に説明を求め

たい（番号は原処分に係る通知の書面記１による。）。 

 ア 平成２９年３月３１日付け法務省矯正第１０６７号矯正局成

人矯正課長通知において引用摘示されている，平成２７年３月

２０日付け矯正局成人矯正課長通知 

 イ 平成２９年１月２６日付け事務連絡中に「速やかに当課宛て

に連絡願います」と記載されているその連絡に係る文書 

 ウ 平成２９年３月３１日付け法務省矯成第１０６５号矯正局成

人矯正課長通知において引用摘示されている，平成２７年３月

１９日付け矯正局成人矯正課長通知並びに記３（２）の参考送

付及び同（４）の送付に係る各文書 

 エ 平成２８年５月２７日付け保観第８２号法務省矯正局成人矯

正課長及び保護局観察課長通知において引用摘示されている，

平成１８年１１月２９日付け矯正局成人矯正課長及び保護局観

察課長通知及び受刑者の集団編成に関する訓令 

オ 性犯罪再犯防止指導の効果的実施に関する考察―１０年目の知

見―６ページに掲記されているマニュアル類の一部 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求は，審査請求人が処分庁に対し，行政文書開示請求書によ

り開示請求し，平成２９年８月９日付け法務省矯総第２０２０号行政文書

開示決定通知書により，審査請求人が開示を求めた行政文書を一部開示（

原処分）したところ，審査請求人は，原処分に至る対象行政文書の探索方

法，情報提供方法及び対象行政文書特定の過程について疑義がある旨主張

し，厳格な審査を求める旨記載していることから，以下，原処分に至るま

での過程における対象文書の探索及び特定並びに情報提供の在り方の妥当

性について検討する。 

２ 原処分に至る経緯について 

本件開示請求から原処分までの経緯等については，以下のとおりであ

る。 

（１）審査請求人から，処分庁に対し，平成２９年４月１７日受付の行政文

書開示請求書により，「性犯罪者処遇プログラム及び性犯罪再犯防止指
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導に関する一切の行政文書」の開示を求める旨の開示請求がなされた。 

 また，本件開示請求書には，上記請求と併せて，特定矯正管区の所在

地及び「平成２２年３月ころに矯正局の課長名で発出された，刑事施設

の被収容者に差し入れられた名刺の取扱い等についての通達の名称（表

題）及び作成年月日（その後，当該通知を変更又は廃止する通知等が発

出されているときは，その名称（表題）及び作成年月日も含む。）」の

教示を求める旨も記載されていた。 

（２）本件開示請求を受けて，処分庁は，請求趣旨に合致すると思われる行

政文書の探索を行った上で，平成２９年５月２日付け求補正書により，

審査請求人に対し，別紙の２に掲げる８３件の行政文書を提示し，同８

３件のうち，いずれの行政文書の開示を求めるか，補正を求めた（以下

「１回目求補正」という。）。 

また，併せて，教示の求めがあった２件についても，情報提供を行っ

た。 

（３）審査請求人は，平成２９年５月２９日受付の「回答書」と題する書面

において， 

ア 提示された各行政文書が保存されている行政文書ファイル名が不明

であること 

イ 提示された各行政文書の分量（枚数）が不明であること 

ウ 提示された行政文書の中に，審査請求人が開示請求趣旨に合致する

行政文書として把握している「性犯罪者処遇プログラム研究会報告書

」及び「性犯罪再犯防止指導テキスト（法務省矯正局成人矯正課発行

）」（以下「不足文書２件」という。）が含まれておらず，対象文書

の抽出・探索の範囲に疑問があること 

を理由として，更なる情報提供及び対象文書の探索を求めた（以下「１

回目回答」という。）。 

（４）上記（３）の求めを受けた処分庁が，改めて請求趣旨に合致すると思

われる行政文書の探索を行ったところ，不足文書２件に該当すると思わ

れる文書を含め，請求趣旨に合致すると思われる行政文書が１４件認め

られたことから，処分庁は，既に提示済みである８３件の行政文書と合

わせた別紙の３に掲げる合計９７件の行政文書について，「行政文書フ

ァイル名」，「行政文書名」及び「枚数（片面相当）」をリスト化した

表を作成し，平成２９年６月１２日付け再求補正書とともに審査請求人

に送付し，改めて，開示を求める行政文書を特定するよう補正を求めた

（以下「２回目求補正」という。）。 

（５）審査請求人は，平成２９年６月２６日受付の「回答書」と題する書面

において，別紙の３（１３）アないしト（本件対象文書）の開示を求め
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る旨の意思表示を行うとともに，今一度，他に開示請求趣旨に合致する

行政文書が存在しないか確認の上，開示決定を行うよう求めた（以下「

２回目回答」という。）。 

（６）処分庁は，念のため，再度，開示請求趣旨に合致する行政文書の探索

を行い，既に審査請求人に対して提示済みである９７件以外に開示請求

趣旨に合致すると思われる行政文書が存在しないことを確認した上で，

原処分を行った。 

３ 処分庁による事務手続の妥当性について 

（１）法４条１項２号の規定では，開示請求書に「行政文書の名称その他開

示請求に係る行政文書を特定するに足りる事項」を記載しなければなら

ないことが定められているところ，同号に規定される「行政文書を特定

するに足りる事項」とは，行政機関の職員が当該記載から開示請求者が

求める行政文書を他の行政文書と識別できる程度の記載があれば足り，

請求された行政文書が特定されたものとして扱うと解されており，ま

た，法２２条１号に規定される情報の提供については，開示請求者が容

易かつ的確に行政文書を特定することができるようにするため，開示請

求をしようとする行政文書を具体的に特定するのに役立つ情報の提供を

行うべき旨規定されている。 

（２）処分庁は，本件開示請求書において審査請求人が「性犯罪者処遇プロ

グラム及び性犯罪再犯防止指導に関する一切の行政文書」と記載したこ

とを受け，処分庁内の事務室，書庫，パソコン上の電子データ等を探索

した結果，当該請求趣旨に合致すると思われる行政文書が８３件認めら

れたため，審査請求人に対し，１回目求補正を行ったところ，審査請求

人が１回目回答において，具体的に不足文書２件の行政文書名を記載し

てきたことから，処分庁は，改めて，不足文書２件を中心とした行政文

書の探索を行い，その結果，本件開示請求趣旨に合致すると思われる行

政文書として審査請求人に示すべき１４件の行政文書（不足文書２件を

含む。）が認められたことから，２回目求補正を行ったものである。 

   また，処分庁は，２回目回答を受けて，念のため，再度，開示請求趣

旨に合致する行政文書の探索を行ったものの，既に審査請求人に対して

提示済みである９７件以外に開示請求趣旨に合致すると思われる行政文

書が存在しないと認められたことから，原処分を行ったものである。 

（３）本件における対象文書の特定に至るまでの過程は以上のとおりである

ところ，各段階において，可能な限りの探索を行った上で対象文書の提

示を行っており，また，審査請求人が教示を求めた事項については，適

時・適切に情報提供を行っているものと認められる。 

４ その他，原処分に至るまでの各開示請求手続に特段の不備等も認められ
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ない。 

５ 以上のことから，原処分に至るまでの過程における対象文書の探索及び

特定並びに審査請求人に対する情報提供の実施方法等は妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成３０年１月１９日  諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年２月１４日     審査請求人から意見書を収受 

   ④ 平成３１年２月１５日  審議 

   ⑤ 同年３月１８日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件開示請求について 

 本件開示請求は，別紙の１に掲げる文書（本件請求文書）の開示を求め

るものであるところ，処分庁は，本件対象文書を特定した上，その一部を

法５条４号及び６号に該当するとして不開示とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，本件対象文書の特定に不服があるとして，

原処分の取消しを求めているが，諮問庁は，原処分は妥当であるとしてい

ることから，以下，本件対象文書の特定の妥当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）求補正の経緯等について 

諮問書の添付資料によると，処分庁が審査請求人に対して行った求補

正の経緯等は，おおむね以下のとおりであると認められる。 

   ア 処分庁は，本件開示請求（１件分の開示請求手数料として３００円

を納付）を受けて，審査請求人に対し，本件開示請求の趣旨に該当す

ると思われる文書（別紙の２に掲げる文書）を提示し，法務省本省に

おいてこれらを保有しており，当該文書全てを開示請求する場合の請

求件数は１４件（その算定方法も明示）で，その開示請求手数料は４，

２００円となる旨の情報提供をした上で，本件開示請求の対象を特定

するよう求める１回目求補正（回答期限は平成２９年６月１２日）を

行った。 

   イ １回目求補正に対し，審査請求人から送付された回答書（１回目回

答）には，まず，本件請求文書を挙示し，これらの内容等が網羅的か

つ完結的に把握できる点において法施行令１３条２項の規定の運用上，

１件の行政文書（１件の開示請求）として観念されるべき全ての行政

文書の開示を求める旨を改めて指摘した上で，１回目求補正で処分庁

から提示された文書が保管された行政文書ファイルの名称が記載され

ておらず，どれか１件分に特定することができる状況にないことや，
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審査請求人が本件開示請求の趣旨に合致するものとして把握している

「性犯罪者処遇プログラム研究会報告書」や「性犯罪再犯防止指導テ

キスト（法務省矯正局成人矯正課発行）」が挙げられておらず，対象

文書の抽出・探索の範囲に疑問があることなどを理由に，更なる情報

提供と対象文書の探索を求める旨が記載されていた。 

   ウ 上記イのとおり，審査請求人から「性犯罪者処遇プログラム研究会

報告書」及び「性犯罪再犯防止指導テキスト（法務省矯正局成人矯正

課発行）」が本件開示請求の趣旨に合致するとの回答があったことを

受けて，処分庁は，審査請求人に対し，その趣旨に合致する可能性の

ある文書（別紙の３に掲げる文書。具体的には各行政文書ファイル名

とその中の文書名を列記したもの）を改めて整理し，これを１件の行

政文書とする範囲（別紙の３（１）及び（２）の各行政文書ファイル

の文書を併せて１件とし，その余は各行政文書ファイルごとに１件と

するもの）及び各文書の枚数と併せて提示し，当該文書全てを開示請

求する場合の請求件数は１４件（その算定方法も明示）で，その開示

請求手数料は４，２００円となる旨の情報提供をした上で，これを踏

まえて本件開示請求をどうするか（納付済みの１件分の開示請求手数

料に残り１３件分の３，９００円を追加して納付するか，それとも，

どれか１件分又は１つに特定するかどうか）につき回答を求める２回

目求補正（回答期限は平成２９年６月２１日）を行った。 

   エ ２回目求補正に対し，審査請求人から送付された２回目回答に係る

回答書には，処分庁が提示した別紙の３に掲げる文書のうち，別紙の

３（１３）の行政文書ファイル中のアないしトに掲げる２０文書（開

示請求としては１件。本件対象文書）を選択する旨記載されていた。

なお，同回答書には，他に開示請求の趣旨に合致する行政文書が存在

しないかどうかにつき確認を求める旨も付記されていたものの，開示

請求手数料を追納する旨の記載は一切なかった。 

   オ これを受けて，処分庁は，原処分を行った。 

 （２）検討 

ア 本件開示請求書に記載された本件請求文書についてみると，審査請

求人が開示を求める文書は，「性犯罪者処遇プログラム及び性犯罪

再犯防止指導に関する一切の行政文書」という広範なものであって，

具体的な文書名などは記載されていなかった。もっとも，審査請求

人が１件分の行政文書の開示を求めていることについては，本件開

示請求書の記載から明らかであって，上記（１）で認定した求補正

とこれに対する審査請求人の各回答の内容に照らしても，この点は，

一連の求補正の手続の過程を通じて一貫したものであったと認めら
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れる。 

イ これに対し，処分庁が，上記（１）イのとおりの内容の１回目求補

正とこれに対する審査請求人の回答を踏まえて，別紙の３に掲げる

文書を提示した上で，上記（１）ウのとおりの内容の情報提供を含

む２回目求補正を行ったところ，審査請求人は，２回目回答におい

て，提示された文書の中から，１件分の行政文書である本件対象文

書（別紙の３（１３）の行政文書ファイル中の２０文書）を選択す

る旨回答し，その開示を請求する意思を明確にしたものである。 

そうすると，本件開示請求の対象となる文書に関するこのような審

査請求人の選択を踏まえて，処分庁が本件対象文書を特定したこと

に，不合理な点はなく，これを是認することができる。 

   ウ なお，審査請求人は，意見書において，本件対象文書の外に，本件

開示請求の対象に含まれるとする文書の名称を列記し，これらの文

書も特定すべきである旨主張するが，上記イで認定判断したところ

に照らし，採用することはできない。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，当審査会の上記判断を左右する

ものではない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求につき，本件対象文書を特定

し，一部開示した決定については，法務省において，本件対象文書の外に

開示請求の対象として特定すべき文書を保有しているとは認められないの

で，本件対象文書を特定したことは，妥当であると判断した。 

（第１部会） 

  委員 岡田雄一，委員 池田陽子，委員 下井康史 
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別紙 

 

１ 本件開示請求書に記載された文書 

性犯罪者処遇プログラム及び性犯罪再犯防止指導に関する一切の行政文書 

 ※ 「一切の行政文書」とは，上記プログラム及び指導について網羅的か

つ完結的に把握できる点において法施行令１３条２項の規定の運用上，

一件の行政文書（１件の開示請求）として観念されるべき全ての行政文

書を指し，上記プログラム及び指導の内容策定に関する文書や，その実

施要領を定めた例規等が想定されるが，もとよりこれらに限定する趣旨

ではない。 

 

２ 処分庁が１回目求補正において提示した文書 

（１）受刑者の各種指導に関する訓令（平成１８年法務省矯成訓第３３４８号

大臣訓令） 

（２）刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律の一部を改正する法律の施行

に伴う関係訓令の整備等に関する訓令（平成１９年法務省矯総訓第３３６

１号大臣訓令） 

（３）平成１８年５月２３日付け法務省矯成第３３４９号矯正局長依命通達「

受刑者の各種指導に関する訓令の運用について」 

（４）平成１８年５月２３日付け法務省矯成第３３５０号矯正局長依命通達「

改善指導の標準プログラムについて」 

（５）平成１９年５月３０日付け法務省矯総第３３６２号矯正局長通達「刑事

施設及び受刑者の処遇等に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う

関係通達等の整備等について」 

（６）平成１８年６月１５日付け事務連絡「性犯罪再犯防止指導に係る実践プ

ログラムについて」 

（７）平成１８年４月２１日付け法務省矯成第２６２９号矯正局成人矯正課長

依頼「性犯罪再犯防止指導の実施に係るワーキンググループ第１回打合せ

について」 

（８）平成１９年７月３日付け法務省矯成第４０２３号矯正局成人矯正課長通

知「性犯罪者処遇プログラム効果検証のための追跡調査の実施について」 

（９）平成１９年４月１６日付け法務省矯成第２４８４号矯正局成人矯正課長

依頼「性犯罪再犯防止指導の実施に係るワーキンググループ第１回打合せ

について」 

（１０）平成１９年１０月１６日付け事務連絡「性犯罪再犯防止指導の実施に

係るワーキンググループ第２回打合せについて」 

（１１）平成１９年３月１日付け法務省矯成第１２０７号矯正局成人矯正課長
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依頼「性犯罪再犯防止指導の実施に係るワーキンググループ第２回打合せ

について」 

（１２）平成２０年４月１日付け法務省矯成第２２２０号矯正局長依命通達「

性犯罪再犯防止指導を受講する受刑者の移送について」 

（１３）平成２０年８月４日付け法務省矯成第４７０１号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪受刑者に対する処遇調査の実施について」 

（１４）平成２０年１２月４日付け法務省矯成第６９２９号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係る教材等の取扱いについて」 

（１５）平成２０年４月１５日付け法務省矯成第２５５６号矯正局成人矯正課

長依頼「性犯罪ワーキンググループ及び性犯罪者調査研究会の開催につい

て」 

（１６）平成２０年１０月２７日付け法務省矯成第６２６１号矯正局成人矯正

課長依頼「平成２０年度第２回性犯罪ワーキンググループ及び性犯罪者調

査研究会の開催について」 

（１７）平成２１年３月３１日付け法務省矯成第１４９６号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導のメンテナンスの実施について」 

（１８）平成２１年６月１１日付け法務省矯成第２６４６号矯正局成人矯正課

長依頼「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ打合せ会の開催に

ついて」 

（１９）平成２１年１１月４日付け法務省矯成第５７５４号矯正局成人矯正課

長依頼「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第２回打合せ会の

開催について」 

（２０）平成２２年４月２３日付け法務省矯成第２０４３号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第１回打合せ会の

開催について」 

（２１）平成２２年８月６日付け法務省矯成第４６８７号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第２回打合せ会の開

催について」 

（２２）平成２２年７月２８日付け法務省矯成第４４０４号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪者調査研究会の開催について」 

（２３）平成２２年１月１５日付け法務省矯成第１７６号矯正局成人矯正課長

依頼「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第３回打合せ会の開

催について」 

（２４）平成２２年２月８日付け法務省矯成第５１６号矯正局成人矯正課長依

頼「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ及び性犯罪者調査研究

会の開催について」 

（２５）平成２３年４月１８日付け法務省矯成第２２５１号矯正局成人矯正課
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長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ及びサポートグル

ープの構成員の指名について」 

（２６）平成２３年４月７日付け法務省矯成第１９９４号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ打合せ会及び性犯罪

者調査研究会の開催について」 

（２７）平成２３年５月１３日付け法務省矯成第２７７９号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪者調査研究会（第２回）の開催について」 

（２８）平成２３年８月１２日付け法務省矯成第４８２４号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第２回打合せ会の

開催について」 

（２９）平成２３年１２月２６日付け法務省矯成第７９６９号矯正局成人矯正

課長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第３回打合せ会

の開催について」 

（３０）平成２３年１月６日付け法務省矯成第３４号矯正局成人矯正課長通知

「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第３回打合せ会及び性犯

罪者調査研究会第２回の開催について」 

（３１）平成２４年１２月２５日付け法務省矯成第２８５０号矯正局成人矯正

課長通知「改善指導等に係る研究発表等を実施する場合の留意事項につい

て」 

（３２）平成２４年４月１８日付け法務省矯成第８５６号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ及びサポートグルー

プの構成員の指名について」 

（３３）平成２４年４月２日付け法務省矯成第７５０号矯正局成人矯正課長通

知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第１回打合せ会の開催

について」 

（３４）平成２４年１１月６日付け法務省矯成第２４９８号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第２回打合せ会及

び性犯罪者調査研究会の開催について」 

（３５）平成２６年３月５日付け法務省矯成第４４９号矯正局成人矯正課長通

知「性犯罪再犯防止指導の準備プログラムの実施について」 

（３６）平成２５年３月２２日付け法務省矯成第６１３号矯正局成人矯正課長

通知「「性犯罪再犯防止指導を受講する受刑者の移送について」の運用に

ついて」 

（３７）平成２６年３月１４日付け法務省矯成第５５１号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第１回打合せ会及び

性犯罪者調査研究会（第１回）の開催について」 

（３８）平成２５年４月２３日付け法務省矯成第８４３号矯正局成人矯正課長
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通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループの構成員の指名につ

いて」 

（３９）平成２５年４月５日付け法務省矯成第７６７号矯正局成人矯正課長通

知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第１回打合せ会及び性

犯罪者調査研究会（第１回）の開催について」 

（４０）平成２５年８月３０日付け法務省矯成第１８８５号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第２回打合せ会の

開催について」 

（４１）平成２５年１２月２５日付け法務省矯成第２８０６号矯正局成人矯正

課長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第３回打合せ会

の開催について」 

（４２）平成２５年８月３０日付け法務省矯成第１８８６号矯正局成人矯正課

長通知「第２回性犯罪者調査研究会の開催について」 

（４３）平成２５年１２月２５日付け法務省矯成第２８０５号矯正局成人矯正

課長通知「第３回性犯罪者調査研究会の開催について」 

（４４）平成２５年１月８日付け法務省矯成第１６号矯正局成人矯正課長通知

「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第３回打合せ会及び性犯

罪者調査研究会（第２回）の開催について」 

（４５）平成２６年４月１１日付け法務省矯成第８０７号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループの構成員の指名につ

いて」 

（４６）平成２６年８月２１日付け法務省矯成第１９５５号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第２回打合せ会の

開催について」 

（４７）平成２６年１２月２２日付け法務省矯成第２９２１号矯正局成人矯正

課長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第３回打合せ会

の開催について」 

（４８）平成２７年３月１９日付け法務省矯成第７３５号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第１回打合せ会及び

性犯罪者調査研究会（第１回）の開催について」 

（４９）平成２６年８月２１日付け法務省矯成第１９５６号矯正局成人矯正課

長通知「第２回性犯罪者調査研究会の開催について」 

（５０）平成２６年１２月２２日付け法務省矯成第２９２２号矯正局成人矯正

課長通知「第３回性犯罪者調査研究会の開催について」 

（５１）平成２６年１２月２４日付け法務省矯成第２９３６号矯正局成人矯正

課長通知「平成２７年度における性犯罪再犯防止指導の実施について」 

（５２）平成２７年１月２１日付け事務連絡「平成２７年度性犯罪再犯防止指
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導の本科開講計画について」 

（５３）平成２７年４月１０日付け法務省矯成第９１０号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループの構成員の指名につ

いて」 

（５４）平成２７年６月２５日付け法務省矯成第１６３６号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第２回打合せ会の

開催について」 

（５５）平成２７年１１月２６日付け法務省矯成第３１３０号矯正局成人矯正

課長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第３回打合せ会

の開催について」 

（５６）平成２８年３月２４日付け法務省矯成第９５５号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第１回打合せ会及び

性犯罪者調査研究会（第１回）の開催について」 

（５７）平成２７年６月２５日付け法務省矯成第１６３５号矯正局成人矯正課

長通知「第２回性犯罪者調査研究会の開催について」 

（５８）平成２７年１１月２４日付け法務省矯成第３０７８号矯正局成人矯正

課長通知「第３回性犯罪者調査研究会の開催について」 

（５９）平成２８年１月７日付け法務省矯成第５１号矯正局成人矯正課長通知

「平成２８年度における性犯罪再犯防止指導の実施について」 

（６０）平成２８年１月２１日付け事務連絡「平成２８年度性犯罪再犯防止指

導の本科開講計画について」 

（６１）平成２９年３月３１日付け法務省矯成第１０６７号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導の集中プログラムの実施について」 

（６２）平成２９年３月３１日付け法務省矯成第１０６８号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導の調整プログラムの実施について」 

（６３）平成２９年１月１１日付け法務省矯成第２９号矯正局成人矯正課長通

知「平成２９年度における性犯罪再犯防止指導の実施について」 

（６４）平成２９年１月２６日付け事務連絡「平成２９年度における性犯罪再

犯防止指導の本科開講計画について」 

（６５）平成２９年３月３１日付け法務省矯成第１０６６号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導における巡回指導の実施について」 

（６６）平成２９年３月３１日付け事務連絡「平成２９年度における巡回指導

の実施について」 

（６７）平成２９年３月３１日付け法務省矯成第１０６５号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導における施設間事例検討の実施について」 

（６８）平成２９年３月３１日付け事務連絡「平成２９年度における施設間事

例検討の実施について」 
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（６９）平成２９年３月３１日付け法務省矯成第１０６９号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導における実務研究会の実施について」 

（７０）平成２９年１月１９日付け法務省矯成第２０９号矯正局成人矯正課長

通知「平成２８年度性犯罪再犯防止指導メンテナンスプログラム検討会の

開催について」 

（７１）平成２８年４月１２日付け法務省矯成第１１１９号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループの構成員の指名に

ついて」 

（７２）平成２８年９月１日付け法務省矯成第２４３２号矯正局成人矯正課長

通知「平成２８年度性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ（第２

回）打合せ会の開催について」 

（７３）平成２９年１月１９日付け法務省矯成第２１２号矯正局成人矯正課長

通知「平成２８年度性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ（第３

回）打合せ会の開催について」 

（７４）平成２９年３月２７日付け法務省矯成第８６２号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第１回打合せ会及び

性犯罪者調査研究会（第１回）の開催について」 

（７５）平成２８年９月１日付け法務省矯成第２４３３号矯正局成人矯正課長

通知「平成２８年度性犯罪者調査研究会（第２回）の開催について」 

（７６）平成２９年１月１９日付け法務省矯成第２１０号矯正局成人矯正課長

通知「平成２８年度性犯罪者調査研究会（第３回）の開催について」 

（７７）平成２８年５月２７日付け法務省保観第８２号矯正局成人矯正課長・

保護局観察課長通知「性犯罪者処遇に係る情報の引継ぎについて」 

（７８）平成２８年５月２７日付け事務連絡「「性犯罪者処遇に係る情報の引

継ぎについて」の運用上留意すべき事項について」 

（７９）平成２８年５月２７日付け事務連絡「性犯罪者処遇に係る情報の引継

ぎに用いる様式について」 

（８０）平成２９年４月１４日付け法務省矯成第１１６７号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループの構成員の指名に

ついて」 

（８１）平成２８年５月１８日付け法務省保観第６３号保護局長通達「性犯罪

者処遇プログラム実施要領の全部改正について」 

（８２）平成２８年５月１８日付け法務省保観第６４号保護局観察課長通知「

性犯罪者処遇プログラム実施要領の運用上留意すべき事項等について」 

（８３）性犯罪者処遇プログラム「ワークシート集」 

 

３ 処分庁が２回目求補正において提示した文書 
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（１）法規関係例規（法令解釈・運用基準）（平成１８年） 

ア 受刑者の各種指導に関する訓令（平成１８年法務省矯成訓第３３４８

号大臣訓令） 

イ 平成１８年５月２３日付け法務省矯成第３３４９号矯正局長依命通達

「受刑者の各種指導に関する訓令の運用について」 

ウ 平成１８年５月２３日付け法務省矯成第３３５０号矯正局長依命通達

「改善指導の標準プログラムについて」 

（２）法規関係例規（法令解釈・運用基準）（平成１９年） 

ア 刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律の一部を改正する法律の施

行に伴う関係訓令の整備等に関する訓令（平成１９年法務省矯総訓第３

３６１号大臣訓令） 

イ 平成１９年５月３０日付け法務省矯総第３３６２号矯正局長通達「刑

事施設及び受刑者の処遇等に関する法律の一部を改正する法律の施行に

伴う関係通達等の整備等について」 

（３）特別改善指導に関する書類（平成１８年） 

ア 平成１８年６月１５日付け事務連絡「性犯罪再犯防止指導に係る実践

プログラムについて」 

イ 平成１８年４月２１日付け法務省矯成第２６２９号矯正局成人矯正課

長依頼「性犯罪再犯防止指導の実施に係るワーキンググループ第１回打

合せについて」 

ウ 性犯罪者処遇プログラム研究会報告書（平成１８年３月） 

（４）特別改善指導に関する書類（平成１９年） 

ア 平成１９年７月３日付け法務省矯成第４０２３号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪者処遇プログラム効果検証のための追跡調査の実施につい

て」 

イ 平成１９年４月１６日付け法務省矯成第２４８４号矯正局成人矯正課

長依頼「性犯罪再犯防止指導の実施に係るワーキンググループ第１回打

合せについて」 

ウ 平成１９年１０月１６日付け事務連絡「性犯罪再犯防止指導の実施に

係るワーキンググループ第２回打合せについて」 

エ 平成１９年３月１日付け法務省矯成第１２０７号矯正局成人矯正課長

依頼「性犯罪再犯防止指導の実施に係るワーキンググループ第２回打合

せについて」 

オ 矯正局性犯罪者処遇プログラムマニュアルＣ－ＳＯＰ２００６（平成

１９年３月） 

カ 性犯罪者処遇プログラムメンテナンスマニュアル（平成１９年８月） 

（５）特別改善指導に関する書類（平成２０年） 



 18 

ア 平成２０年４月１日付け法務省矯成第２２２０号矯正局長依命通達「

性犯罪再犯防止指導を受講する受刑者の移送について」 

イ 平成２０年８月４日付け法務省矯成第４７０１号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪受刑者に対する処遇調査の実施について」 

ウ 平成２０年１２月４日付け法務省矯成第６９２９号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係る教材等の取扱いについて」 

エ 平成２０年４月１５日付け法務省矯成第２５５６号矯正局成人矯正課

長依頼「性犯罪ワーキンググループ及び性犯罪者調査研究会の開催につ

いて」 

オ 平成２０年１０月２７日付け法務省矯成第６２６１号矯正局成人矯正

課長依頼「平成２０年度第２回性犯罪ワーキンググループ及び性犯罪者

調査研究会の開催について」 

カ 性犯罪再犯防止指導に係る指導用テキスト・ワークブック（調整プロ

グラム）（平成２０年３月） 

キ 性犯罪者処遇プログラム調整プログラム指導者マニュアルＣ－ＳＯＰ

２００７（平成２０年３月） 

（６）特別改善指導に関する書類（平成２１年） 

ア 平成２１年３月３１日付け法務省矯成第１４９６号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導のメンテナンスの実施について」 

イ 平成２１年６月１１日付け法務省矯成第２６４６号矯正局成人矯正課

長依頼「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ打合せ会の開催

について」 

ウ 平成２１年１１月４日付け法務省矯成第５７５４号矯正局成人矯正課

長依頼「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第２回打合せ会

の開催について」 

エ メンテナンス・プログラムワークブック（平成２１年３月） 

オ 性犯罪者処遇プログラム標準プログラムマニュアル（科目別）（平成

２１年３月） 

（７）特別改善指導に関する書類（平成２２年） 

ア 平成２２年４月２３日付け法務省矯成第２０４３号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第１回打合せ会

の開催について」 

イ 平成２２年８月６日付け法務省矯成第４６８７号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第２回打合せ会の

開催について」 

ウ 平成２２年７月２８日付け法務省矯成第４４０４号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪者調査研究会の開催について」 
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エ 平成２２年１月１５日付け法務省矯成第１７６号矯正局成人矯正課長

依頼「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第３回打合せ会の

開催について」 

オ 平成２２年２月８日付け法務省矯成第５１６号矯正局成人矯正課長依

頼「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ及び性犯罪者調査研

究会の開催について」 

（８）特別改善指導に関する書類（平成２３年） 

ア 平成２３年４月１８日付け法務省矯成第２２５１号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ及びサポートグ

ループの構成員の指名について」 

イ 平成２３年４月７日付け法務省矯成第１９９４号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ打合せ会及び性犯

罪者調査研究会の開催について」 

ウ 平成２３年５月１３日付け法務省矯成第２７７９号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪者調査研究会（第２回）の開催について」 

エ 平成２３年８月１２日付け法務省矯成第４８２４号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第２回打合せ会

の開催について」 

オ 平成２３年１２月２６日付け法務省矯成第７９６９号矯正局成人矯正

課長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第３回打合せ

会の開催について」 

カ 平成２３年１月６日付け法務省矯成第３４号矯正局成人矯正課長通知

「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第３回打合せ会及び性

犯罪者調査研究会第２回の開催について」 

キ 性犯罪再犯防止指導に係る指導用テキスト・ワークブック（平成２３

年３月） 

（９）特別改善指導に関する書類（平成２４年） 

ア 平成２４年１２月２５日付け法務省矯成第２８５０号矯正局成人矯正

課長通知「改善指導等に係る研究発表等を実施する場合の留意事項につ

いて」 

イ 平成２４年４月１８日付け法務省矯成第８５６号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ及びサポートグル

ープの構成員の指名について」 

ウ 平成２４年４月２日付法務省今日茂る第７５０号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第１回打合せ会の

開催について」 

エ 平成２４年１１月６日付け法務省矯成第２４９８号矯正局成人矯正課
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長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第２回打合せ会

及び性犯罪者調査研究会の開催について」 

オ 刑事施設における性犯罪者処遇プログラム受講者の再犯等に関する分

析研究報告書（平成２４年１２月） 

（１０）特別改善指導に関する書類（平成２５年，平成２５年度） 

ア 平成２５年１月８日付け法務省矯成第１６号矯正局成人矯正課長通知

「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第３回打合せ会及び性

犯罪者調査研究会（第２回）の開催について」 

イ 平成２５年３月２２日付け法務省矯成第６１３号矯正局成人矯正課長

通知「「性犯罪再犯防止指導を受講する受刑者の移送について」の運用

について」 

ウ 平成２６年３月５日付け法務省矯成第４４９号矯正局成人矯正課長通

知「性犯罪再犯防止指導の準備プログラムの実施について」 

エ 平成２６年３月１４日付け法務省矯成第５５１号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第１回打合せ会及

び性犯罪者調査研究会（第１回）の開催について」 

オ 平成２５年４月２３日付け法務省矯成第８４３号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループの構成員の指名に

ついて」 

カ 平成２５年４月５日付け法務省矯成第７６７号矯正局成人矯正課長通

知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第１回打合せ会及び

性犯罪者調査研究会（第１回）の開催について」 

キ 平成２５年８月３０日付け法務省矯成第１８８５号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第２回打合せ会

の開催について」 

ク 平成２５年１２月２５日付け法務省矯成第２８０６号矯正局成人矯正

課長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第３回打合せ

会の開催について」 

ケ 平成２５年８月３０日付け法務省矯成第１８８６号矯正局成人矯正課

長通知「第２回性犯罪者調査研究会の開催について」 

コ 平成２５年１２月２５日付け法務省矯成第２８０５号矯正局成人矯正

課長通知「第３回性犯罪者調査研究会の開催について」 

サ 性犯罪者処遇プログラム準備プログラムマニュアル（平成２６年３月

） 

シ 性犯罪者処遇プログラム標準プログラム（密度別試行版）（平成２６

年３月） 

（１１）特別改善指導に関する書類（平成２６年度） 
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ア 平成２６年４月１１日付け法務省矯成第８０７号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループの構成員の指名に

ついて」 

イ 平成２６年８月２１日付け法務省矯成第１９５５号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第２回打合せ会

の開催について」 

ウ 平成２６年１２月２２日付け法務省矯成第２９２１号矯正局成人矯正

課長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第３回打合せ

会の開催について」 

エ 平成２７年３月１９日付け法務省矯成第７３５号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第１回打合せ会及

び性犯罪者調査研究会（第１回）の開催について」 

オ 平成２６年８月２１日付け法務省矯成第１９５６号矯正局成人矯正課

長通知「第２回性犯罪者調査研究会の開催について」 

カ 平成２６年１２月２２日付け法務省矯成第２９２２号矯正局成人矯正

課長通知「第３回性犯罪者調査研究会の開催について」 

キ 平成２６年１２月２４日付け法務省矯成第２９３６号矯正局成人矯正

課長通知「平成２７年度における性犯罪再犯防止指導の実施について」 

ク 平成２７年１月２１日付け事務連絡「平成２７年度性犯罪再犯防止指

導の本科開講計画について」 

ケ 性犯罪再犯防止指導に係る指導用テキスト・ワークブック（集中プロ

グラム）（平成２７年３月） 

コ 性犯罪者処遇プログラム集中プログラムマニュアル（平成２７年３月

） 

（１２）特別改善指導に関する書類（平成２７年度） 

ア 平成２７年４月１０日付け法務省矯成第９１０号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループの構成員の指名に

ついて」 

イ 平成２７年６月２５日付け法務省矯成第１６３６号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第２回打合せ会

の開催について」 

ウ 平成２７年１１月２６日付け法務省矯成第３１３０号矯正局成人矯正

課長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第３回打合せ

会の開催について」 

エ 平成２８年３月２４日付け法務省矯成第９５５号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第１回打合せ会及

び性犯罪者調査研究会（第１回）の開催について」 
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オ 平成２７年６月２５日付け法務省矯成第１６３５号矯正局成人矯正課

長通知「第２回性犯罪者調査研究会の開催について」 

カ 平成２７年１１月２４日付け法務省矯成第３０７８号矯正局成人矯正

課長通知「第３回性犯罪者調査研究会の開催について」 

キ 平成２８年１月７日付け法務省矯成第５１号矯正局成人矯正課長通知

「平成２８年度における性犯罪再犯防止指導の実施について」 

ク 平成２８年１月２１日付け事務連絡「平成２８年度性犯罪再犯防止指

導の本科開講計画について」 

（１３）特別改善指導に関する書類（平成２８年度） 

ア 平成２９年３月３１日付け法務省矯成第１０６７号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導の集中プログラムの実施について」 

イ 平成２９年３月３１日付け法務省矯成第１０６８号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導の調整プログラムの実施について」 

ウ 平成２９年１月１１日付け法務省矯成第２９号矯正局成人矯正課長通

知「平成２９年度における性犯罪再犯防止指導の実施について」 

エ 平成２９年１月２６日付け事務連絡「平成２９年度における性犯罪再

犯防止指導の本科開講計画について」 

オ 平成２９年３月３１日付け法務省矯成第１０６６号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導における巡回指導の実施について」 

カ 平成２９年３月３１日付け事務連絡「平成２９年度における巡回指導

の実施について」 

キ 平成２９年３月３１日付け法務省矯成第１０６５号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導における施設間事例検討の実施について」 

ク 平成２９年３月３１日付け事務連絡「平成２９年度における施設間事

例検討の実施について」 

ケ 平成２９年３月３１日付け法務省矯成第１０６９号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導における実務研究会の実施について」 

コ 平成２９年１月１９日付け法務省矯成第２０９号矯正局成人矯正課長

通知「平成２８年度性犯罪再犯防止指導メンテナンスプログラム検討

会の開催について」 

サ 平成２８年４月１２日付け法務省矯成第１１１９号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループの構成員の指

名について」 

シ 平成２８年９月１日付け法務省矯成第２４３２号矯正局成人矯正課長

通知「平成２８年度性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ（

第２回）打合せ会の開催について」 

ス 平成２９年１月１９日付け法務省矯成第２１２号矯正局成人矯正課長
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通知「平成２８年度性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ（

第３回）打合せ会の開催について」 

セ 平成２９年３月２７日付け法務省矯成第８６２号矯正局成人矯正課長

通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループ第１回打合せ会

及び性犯罪者調査研究会（第１回）の開催について」 

ソ 平成２８年９月１日付け法務省矯成第２４３３号矯正局成人矯正課長

通知「平成２８年度性犯罪者調査研究会（第２回）の開催について」 

タ 平成２９年１月１９日付け法務省矯成第２１０号矯正局成人矯正課長

通知「平成２８年度性犯罪者調査研究会（第３回）の開催について」 

チ 平成２８年５月２７日付け法務省保観第８２号矯正局成人矯正課長・

保護局観察課長通知「性犯罪者処遇に係る情報の引継ぎについて」 

ツ 平成２８年５月２７日付け事務連絡「「性犯罪者処遇に係る情報の引

継ぎについて」の運用上留意すべき事項について」 

テ 平成２８年５月２７日付け事務連絡「性犯罪者処遇に係る情報の引継

ぎに用いる様式について」 

ト 性犯罪再犯防止指導の効果的実施に関する考察－１０年目の知見－（

平成２９年３月） 

（１４）特別改善指導に関する書類（平成２９年度） 

ア 平成２９年４月１４日付け法務省矯成第１１６７号矯正局成人矯正課

長通知「性犯罪再犯防止指導に係るワーキンググループの構成員の指名

について」 

（１５）告示・訓令・通達（平成２８年度） 

ア 平成２８年５月１８日付け法務省保観第６３号保護局長通達「性犯罪

者処遇プログラム実施要領の全部改正について」 

イ 平成２８年５月１８日付け法務省保観第６４号保護局観察課長通知「

性犯罪者処遇プログラム実施要領の運用上留意すべき事項等について」 

ウ 性性犯罪者処遇プログラム「ワークシート集」 

 

４ 各求補正を経て諮問庁が最終的に特定した文書（本件対象文書） 

  上記３（１３）アないしトと同じ。 


